	リネンサプライ業


ホテルの高稼働率や新設により増収の企業があるものの、人件費をはじめとするコストアップ要因により、収益は厳しいとの声も多い。
業界概要
日本標準産業分類の定義によると、リネンサプライ業とは、「繊維製品を洗濯し、これを使用させるために貸与し、その使用後回収して洗濯し、更にこれを貸与することを繰り返して行う事業所」と定義されている。具体的には、表１に示したように、多種多様な事業者に対してのシーツ類やタオル類、おしぼり、ユニフォーム、おむつ等の貸与のほか、ダストコントロールと呼ばれる清掃関連用具の貸与があげられる。ダストコントロールは、一般家庭向けも含まれる。こうした貸与する繊維製品を「リネン製品」と呼ぶ（元々、「リネン」は麻製品を指す言葉であるが、素材に関係なく、総称して使われている）。
統計データは全体を包括しているが、今回は、ホテル、病院や介護施設等への貸与事業を中心に確認した。
歴史的経緯を確認すると、病院関係では1961（昭和36）年に病院の基準寝具の外注委託が認められたことを、ホテル向けでは1964（昭和39）年の東京オリンピック開催前の宿泊施設拡充を、それぞれ契機としてリネンサプライ事業者（以下、「事業者」と記載）が増え、業界が形成された。さらに、同時期から大手企業がフランチャイズ展開したことで、ダストコントロールも全国に広まっていった。
当業界はクリーニング業法の適用を受けており、洗濯物の処理を行う「クリーニング所」は、都道府県知事の検査、確認後でなければ使用できない。さらに、クリーニング所ごとに都道府県知事実施の試験に合格した「クリーニング師」を置くことや洗濯物の取扱いなど、同法の規定遵守が求められている。また、病院等向けに関しては感染予防の点から、厚労省の衛生基準の遵守なども求められている。
クリーニング業との違いは、リネン製品の適正な数の在庫を事業者が持つことである。これにより、利用者は、必要に応じた廃棄、購入を含むリネン製品の在庫管理の必要がなくなり、経営資源を本業に集中させることができる。
事業者の作業工程としては、利用者から戻ってきたリネン製品の仕分け後、洗浄、脱水、乾燥の各工程を経て、病院等向けでは必要に応じて消毒も行い、仕上げ工程に至る。仕上げ工程では、汚れ等のチェック後に、シーツや浴衣等の種類に応じたロール機によってアイロンがけされて伸ばされ、フォルダー機や手作業で畳まれている。畳まれた洗濯物は、一定数ごとにまとめられ、出荷（利用者に貸与）される。このほか、傷み具合に応じて修理したり、耐洗回数等も踏まえて、新しいリネン製品と入替えたりしている。
大型化した設備を使うが人手も必要
洗濯工程で使用する設備には、洗濯物をロット毎に処理していく洗濯脱水機（１基あたり50㎏や100㎏などの能力）と、複数の槽をつなげて予洗・本洗・すすぎ、脱水の工程を連続的に行っていく連続洗濯機（50㎏の槽を10槽つなげるなど）と60㎏、100㎏といった能力の乾燥機の組み合わせで、１日当たり10～20トンなど、大量の洗濯物が処理されている。
洗濯工程と乾燥工程の間はベルトコンベアー等で運ばれたりもするが、最初の仕分け時や乾燥させた洗濯物を１枚ずつロール機に載せる段階、折り畳まれた洗濯物をまとめる段階などで、一定の人手が必要である。
安心、安全で衛生的なリネン製品の提供に向けて
洗濯物は、利用者がその顧客に対して提供するものであり、仕上がりの品質は、利用者の評判にも関わることから重要なポイントとなっている。
業界団体では、2006（平成18）年より、団体の定める基準に適合した工場に対して「衛生基準認定証」を交付しており、2019（令和元）年８月現在、全国で109工場が認定されている。また、病院向けに関しても、別の団体により、医療法や厚生労働省の通知を満たす工場に「医療関連サービスマーク」が交付されている。どちらも、定期的な更新手続きが必要であり、継続的な安全、安心で衛生的なリネン製品等の提供を保証する仕組みとなっている。
大阪の地位
2016（平成28）年６月時点の大阪府内の事業所数は247、従業者数は6,996人で全国に対するシェアは各々5.3％、7.1％である（表２）。
シェアの高い順に並べると、三大都市圏の都府県が上位となるが、シェアは５％台にとどまる一方、従業者数シェアでみると、７～９％と高くなっており、より利用者の多い三大都市圏で規模の大きな事業所が多いことが確認できる。ヒアリング先では100人を超える従業者を抱えているところも多かった。
収益面は厳しいとする声が多い
病院や介護施設等では、週１回など定期的なシーツ等の交換をしている一方、ホテルでは利用の都度（毎日）の交換となる。したがって、前者では規模等に基づいて、一定の金額での契約となる一方、後者では納品枚数等を基準とした売上計上の契約となっている。

病院等では公立施設も多く、一定期間ごとに入札により、事業者が入れ替わることもあるほか、ホテル等の民間施設でも合い見積もりが必要であるなど、単価的には、抑えられる方向にあるとのことである。
また、当業界は装置産業的な性格が強い反面、人手が必要なことや立地等の関係から、機械の稼働率を最大限高める24時間稼働とはなっていない。
費用面では、設備投資以外では、人件費と水道光熱費、輸送費の負担が大きい。人件費は、近年に人手不足の影響やここ数年の最低賃金の値上がりにより、負担が大きくなっている。水道光熱費負担も大きいが、洗濯用水に井戸水を使う、排水をリサイクルして再利用するなど、経費削減に取り組む動きもみられる。輸送に関しては、利用者とのコミュニケーションを図るため自社で行うことを主にしている事業者がいる一方、外部委託を中心とするという事業者もみられ、対応は様々であった。
こうしたことから収益は厳しいとする声が多い。

季節的な要因で売上が変動するのは、ホテル向けなどが中心となるが、７～９月では、大阪市内のホテル稼働率は依然として高水準であり、新たに開業したホテルとの取引もあり、前年同期比で増収という声も聞かれた。
人手確保に向けて
事業所の近くに住宅団地があり、従業員確保は行いやすいとする事業者がある一方、若い年齢層の人材確保が厳しいという声も聞かれた。
こうした状況に対して、外国人（技能実習生）、障がい者、高齢者の活用でカバーしている面がみられる。まず、2018（平成30）年11月、リネンサプライ職種が外国人技能実習制度の「技能実習第２号移行対象職種」に追加された。これは、ＯＪＴを通じて日本の技術・技能を海外に移転するための実習制度で、１年間だったものが最大３年の技能実習が可能となる。期間が延びることにより、受け入れる実習生も増えることから、この動きを歓迎する声が聞かれた。心身障がい者施設との連携やシルバー人材センターの活用により、人材を確保している様子もうかがえた。
また、乾燥機やローラー機など、熱を発する設備が多いことから、スポットエアコンの設置、冷たい飲み物の用意など、熱中症対策にも注力との声が多かった。
設備投資に前向きな動きも
上述のようなスポットエアコンなどに加え、汚れの自動チェック、ローラー機に載せる段階で自動的にシーツ等を拡げてくれる機械の設置等、省人化に資する機械を導入する動きがあるほか、ホテルの増加に備えての能力増強、工程間の能力差を埋め、ネック工程を解消するための部分的な能力増強など、様々な投資の動きがみられた。
関連事業での拡販を図る動き
リネンサプライ事業に加えて、寝具や歯ブラシ等、製品関連物品のリースや販売、医療器具の殺菌や洗浄といった関連商品の販売やサービスの提供に取り組む事業者も見られる。病院向けでは一人暮らしの入院患者のための私物の洗濯を手掛けるところもみられた。
今後の見通し

ホテル関連では、今後も大阪市内を中心に建設が進んでいることから、市場の拡大が見込まれている。一方、病院関係では、国が病院の再編を打ち出すなど、長期的に病床数減少に向けた動きもみられる。
こうしたことから、現在の取引先の業界によって、新規取引先の開拓に注力する、あるいは、取引先数を増やすよりは、取引先との間での売上高を高める動きに注力するなど、大きく２つの方向性が聞かれた。利用者のニーズへの対応力の差異が、事業者の業績の差異につながるものと思われる。
 　　　　　　　　　（竹原　康幸）

※業種別景気動向調査としては、初めての調査
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利用者 主要品目

ホテル・旅館

シーツ、毛布カバー（包布と呼ぶ）、枕カバー、タオル、バスタオ

ル、バスマット、浴衣（バスローブ）

病院・介護施設等

布団、毛布及び毛布カバー（包布）、シーツ、枕カバー、浴衣（病

衣）、貸おむつ等

白衣、ユニフォーム等

飲食店、結婚式場等 テーブルクロス、ナプキン、おしぼり等

スポーツ施設、サウナ、温浴

施設、エステティックサロン

等

タオル、バスタオル、ユニホーム等

事務所・工場・研究所等 作業服、ユニホーム、白衣等

電車・バス等、交通機関 座席カバー、寝台用の寝具類等

事業所・一般家庭 モップ、クロス、マット、ウェス（油汚れ用の雑巾）等


[image: image2.emf]表２　リネンサプライ業の事業所数、従業者数(2016（平成28）年）

単位：事業所、人、％

事業所数 従業者数

（Ａ) （Ｂ)

東京都 381 8.2 9,172 9.3

大阪府 247 5.3 6,996 7.1

愛知県 241 5.2 7,339 7.5

神奈川県 239 5.1 8,862 9.0

埼玉県 212 4.5 6,747 6.9

全国 4,663 98,307

資料：総務省統計局「経済センサス　活動調査結果」（産業横断的集計）（平成28年）
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